
１  総  括

（単位：千円）

 特　別　会　計

 公営企業会計

 特 別 会 計

２  補正予算の主な内容

（単位：千円）

①  歳入 （単位：千円）

②  歳出 （単位：千円）

拡大

710
他会計繰出金
（事務費分）

国民健康保険事業会計

(1)一　般　会　計（第９号） 補正前の額 補正額 補正後の額

39,820,630 992,640 40,813,270

款  名 項    目 補 正 額 備　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　考
主な事務
事業調

国庫支出金

 一　般　会　計

物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金

877,000 [民生費]臨時特別給付金給付事業費

補正額

13,100

40,813,270

補正前の額 補正後の額

18,612,920

39,820,630

29,939,580 13,810

11,340,470

1,006,450

992,640

11,327,370

令和５年度補正予算（案）の概要

70,766,660

29,953,390

総　　額 69,760,210

（令和5年12月定例会追加提出）

18,612,210 710

物価高騰の影響を受けた住民税非課
税世帯等に一世帯あたり7万円の給付
金を支給

P1臨時特別給付金給付事業費 877,000民生費

事　務　・　事　業　名

計 992,640

992,640

繰越金 繰越金 115,640 令和４年度からの繰越金

病院事業会計補助金
（病院分、診療所分）

13,100

※人件費関係等

計

給与改定等に伴う追加措置

給与改定等に伴う追加措置

款  名 補 正 額

議員報酬等経費、職員給与
費、一般事務経費　等

101,830
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（単位：千円）

①  収入 （単位：千円）

②  支出 （単位：千円）

（単位：千円）

①  歳入 （単位：千円）

②  歳出 （単位：千円）

(2)病院事業会計（第１号）
補正前の額 補正額 補正後の額

1,122,820 13,100 1,135,920

一般会計補助金

款  名 事　務　・　事　業　名 補 正 額 備　　　　　　　　　考
主な事務
事業調

繰入金

款  名 項    目

13,100

病院事業
費用

給与費 13,100 給与改定等に伴う追加措置

補 正 額 備    考

病院事業
収益

他会計補助金

補正後の額

総務費 職員給与費

備　　　　　　　　　考
主な事務
事業調

710 給与改定等に伴う追加措置

7,501,600

補 正 額

710 7,502,310

事務費分710

補 正 額

款  名 事　務　・　事　業　名

一般会計繰入金

補正額補正前の額

備    考

国民健康保険事業会計（第４号）

款  名 項    目

(3)

2



No. 1

款 項 目

.

一 般 財 源          -

担当課 福祉企画 課 課長名 山本　仁志
内線
番号

2290

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金    877,000
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
（定額）

7

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた方々に対
し、引き続き必要な支援を実施できるよう、国において「物価高騰
対応重点支援地方創生臨時交付金」が創設されたことに伴い、住民
税非課税世帯等に対し、１世帯当たり７万円の給付金を支給するも
の。
　※令和5年度補正予算(第2号)による1世帯あたり3万円給付の拡充。

事

業

の

内

容

【対象世帯】
（1） 基準日(令和５年12月１日)において、世帯全員の令和５年度分の
　　　住民税均等割が非課税である世帯
（2） （1）のほか、予期せず令和５年１月から１２月までの家計が急変し、
　　　（1）の世帯と同様の事情にあると認められる世帯（家計急変世帯）
◆想定世帯数
　・対象世帯（１）…１２，０００世帯　　・対象世帯（２）…１００世帯
　

【給付の流れ】
◆対象世帯（1）の場合

◆対象世帯（2）の場合⇒市の窓口へ申請後に対象世帯の口座へ給付
　

【給付時期】
　令和6年1月下旬（予定）から３月までの間に、確認・申請手続きが完了し
たものから随時

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 臨時特別給付金給付事業費

費　　目 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

事 業 費 ８７７,０００ 千円
予 算 書 ９

市
非課税

世帯
①’ ①以外の世帯は、課税情報を元に対象世帯を抽出し「確認書」を送付

②確認書を返送

③対象世帯が指定する銀行口座へ振込

①３万円給付済み世帯には、プッシュ型で振込（受給拒否の届け出期間を設けた後）
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